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１【提出理由】

2026年３月27日開催の当社第125期定時株主総会(以下「本総会」という。)において決議事項が決議されましたの

で、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基

づき、本臨時報告書を提出するものであります。

２【報告内容】

(1) 本総会が開催された年月日

2026年３月27日

(2) 決議事項の内容

第１号議案 剰余金の配当の件

① 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金80円

配当総額 金70,289,991,440円

② 剰余金の配当が効力を生ずる日 2026年３月30日

第２号議案 取締役11名選任の件

取締役として、御手洗冨士夫、田中稔三、本間利夫、小川一登、武石洋明、浅田稔、川村雄介、池

上政幸、鈴木正規、伊藤明子および有馬充美の各氏を選任する。

第３号議案 監査役２名選任の件

監査役として、成瀬郁子および朝倉香織の両氏を選任する。

第４号議案 取締役賞与支給の件

当期末時点の社外取締役を除く取締役６名に対し、取締役賞与総額581,100,000円を支給する。



(3) 決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思表示に係る議決権の数、決議事項が可決されるための要件ならび

に当該決議の結果

決議事項 賛成(個) 反対(個) 棄権(個) 賛成率(％) 決議結果

第１号議案 6,323,881 10,711 0 99.08 可決

第２号議案

御手洗 冨士夫 5,674,867 637,363 22,602 88.91 可決

田中 稔三 6,043,457 291,387 3 94.68 可決

本間 利夫 6,062,469 272,377 3 94.98 可決

小川 一登 5,844,594 467,627 22,602 91.57 可決

武石 洋明 6,190,614 144,243 3 96.99 可決

浅田 稔 6,189,846 145,011 3 96.98 可決

川村 雄介 6,282,089 52,722 3 98.42 可決

池上 政幸 6,276,704 58,106 3 98.34 可決

鈴木 正規 6,279,757 55,053 3 98.39 可決

伊藤 明子 6,284,134 50,680 3 98.46 可決

有馬 充美 6,152,001 182,796 3 96.39 可決

第３号議案

成瀬 郁子 5,768,591 565,877 3 90.38 可決

朝倉 香織 5,019,336 1,315,155 3 78.64 可決

第４号議案 6,262,972 60,417 11,377 98.13 可決

(注) １ 各議案の賛成数、反対数および棄権数は、本総会前日までの事前行使分に当日出席の株主から賛否に関

して確認できたものを加算しています。

２ 各議案の賛成率は、出席株主の議決権数(本総会前日までの事前行使分と当日出席分を合計したもの)を

分母とし、本総会前日までの事前行使分に当日出席の株主から賛成が確認できた分を加算したものを分

子として算出しています。

３ 各議案の可決要件は次のとおりです。

・第１号議案および第４号議案は、出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成

です。

・第２号議案および第３号議案は、議決権を行使することができる株主の議決権の三分の一以上を有する

株主の出席および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成です。

(4) 議決権の数に本総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分および当日出席の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計したことに

より可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対および棄

権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。


